国立大学法人佐賀大学における労働基準法に規定する労働者の

過半数代表者選出等に関する要項

（趣旨）

第１　この要項は、労働基準法（昭和２２年法律第４９号。以下「労基法」という。）に基づく国立大学法人佐賀大学が作成する就業規則についての意見の聴取及び労使協定の締結並びに事業場ごとの労働者の過半数の代表者（以下「過半数代表者」という。）の選出等に関し、必要な事項を定める。

２　別表第１に定める事業場のうち、労働者の過半数で組織される労働組合がある事業場については、この要項は適用しない。

　（任務）

第２　過半数代表者の任務は、次のとおりとする。

(1) 労基法第９０条に定める就業規則に対する意見書の作成に関すること。

(2) 労基法第２４条に定める賃金控除に関する労使協定の締結に関すること。

(3) 昭和５０年２月２５日基発１１２に定める賃金の口座振込に関する労使協定の締結に関すること。

(4) 労基法第３２条の３に定めるフレックスタイム制に関する労使協定の締結に関すること。

(5) 労基法第３２条の４に定める１年単位変形労働時間制に関する労使協定の締結に関すること。

(6) 労基法第３４条に定める一斉休憩付与原則の適用除外に関する労使協定の締結に関すること。

(7) 労基法第３６条に定める時間外・休日労働に関する労使協定の締結に関すること。

(8) 労基法第３８条の２に定める事業場外労働のみなし労働時間制に関する労使協定の締結に関すること。

(9) 労基法第３８条の３に定める裁量労働制に関する労使協定の締結に関すること。

(10) 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第７６号。以下「育児・介護休業法」という。）第６条に定める育児休業の対象者からの除外に関する労使協定の締結に関すること。

(11) 育児・介護休業法第１２条定める介護休業の対象者からの除外に関する労使協定の締結に関すること。

(12) 労働安全衛生法第１８条に定める衛生委員会委員の推薦に関すること。

（任期）

第３　過半数代表者の任期は、１年とする。

２　任期途中に異動等により、過半数代表者に該当しなくなった場合は、改めて本要項により選出し、任期は前任者の残任期間とする。

（選出方法）

第４　過半数代表者の選出は、事業場ごとの労働者による選挙（以下「選挙」という。）により行う。ただし、事業場において、民主的な方法により労働者の過半数の信任を得て選出された者がある場合は、本要項に定める選挙は行わず，その者を過半数代表者とする。

（選挙管理委員会）

第５　第４に定める選挙を行うために、選挙管理委員会（以下「委員会」という。）を置く。

２　委員会委員は、国立大学法人佐賀大学人事制度委員会規則（平成１６年５月２５日制定）第３条第２号から第８号の委員のうち、国立大学法人佐賀大学人事制度委員会において選出された者３人をもって充てる。
３　委員会に委員長を置き、委員の互選によって定める。
（過半数代表者の資格）

第６　別表第２に掲げる者及び当該事業場に所属しない者は、過半数代表者になることができない。

（選挙有権者）

第７　選挙有権者は、各事業場に在職する者（学長及び理事を除き、臨時職員を含む。）のうち、選挙当日に在職予定の者で過半数代表者選出選挙有権者名簿（以下「選挙有権者名簿」という。）に登録されたものとする。ただし、選挙公示日から選挙の日まで引き続き次に該当する者は、選挙の資格を有しないものとする。

(1) 海外渡航者

(2) 育児休業者

(3) 休職者

２　選挙有権者名簿の様式は、別記様式第１のとおりとする。

３　選挙有権者名簿は、委員会が事業場ごとに作成し、その原本を過半数代表者の選出が終結するまで保管しなければならない。

４　委員会は、選挙有権者名簿に登録された者が、選挙投票日までに国立大学法人佐賀大学に在職しなくなったときは、選挙有権者名簿から抹消するとともに、当該職員に係る投票所の選挙管理者（第１８に定める選挙管理者をいう。以下同じ。）に抹消した旨を通知しなければならない。

５　委員会は、選挙有権者名簿に登録された者について、改氏名又は所属部局の変更があったときは、選挙投票日の前日までに、訂正しなければならない。

６　選挙有権者名簿の閲覧は、事業場ごとで行い、閲覧期間は、第８に定める過半数代表者選出日程の公示の翌日から起算して１週間とする。

７　選挙有権者名簿の登録内容について訂正を求める者は、閲覧期間内に文書により委員会に申し出るものとする。委員会は、事実を確認し、必要な訂正を行う。

（過半数代表者選出日程）

第８　委員会は、過半数代表者選出に係る日程を定め、公示しなければならない。

（過半数代表者の立候補）

第９　過半数代表者の候補者になろうとする者は、別記様式第２に定める過半数代表者選挙立候補届出書に必要事項を自ら記入・捺印し、自らが所属する事業場の選挙管理者に提出するものとする。

２　選挙管理者は、当該届出書を速やかに委員会に送付する。

３　第１項の立候補の届出をしようとする者が、出張、研修その他やむを得ない理由により、立候補の届出期間内に立候補の届出ができない場合は，当該理由を証明する書類を添付の上、代理による届出を行うことができる。

４　第１項の立候補届出書は、事業場ごとに備えるものとする。

５　立候補の届出期間内に立候補をする者がいなかった事業場については、当該事業場に限り、届出期間を委員会が定める期日まで延長するものとする。

（選挙等の公示）

第１０　委員会は、第８の規定により定めた日に、事業場ごとに選挙及び信任投票を公示するものとする。

　（選挙の方法）

第１１　選挙は、立候補者が１人の場合を除き、事業場ごとに選挙有権者が第９の立候補者について単記無記名投票により行う。

２　前項の投票の結果、有効投票の過半数の票を得た者を当該事業場における過半数代表者とする。

（信任投票）

第１２　立候補者が１人の場合は、当該立候補者について信任投票を行うものとする。

２　第１１第１項の投票の結果、有効投票の過半数の票を得た者がいない場合は、最多得票者について信任投票を行うものとする。ただし、最多得票者が複数いた場合は、その者について、第１１第１項の投票を行うものとする。

３　前２項の信任投票の結果、有効投票の過半数の信任の票を得た者を当該事業場の過半数代表者とする。

４　前項の規定により過半数代表者が得られなかった場合、第１項又は第２項の信任投票の結果において、当該過半数代表者候補者を信任しない者が有効投票の半数を超えない場合は、有効投票の過半数の信任を得たものとみなし、その者を当該事業場の過半数代表者とする。

（選挙結果等の公示）

第１３　委員会は、各事業場における選挙結果及び信任投票の結果について当該事業場ごとに公示するものとする。

（投票所及び開票所）

第１４　不在者投票所、投票所及び開票所は、別表第１に掲げる場所に設ける。

（報告及び公示）

第１５　各事業場の選挙管理者は、開票結果について、速やかに委員会に報告するものとする。

２　前項の報告を受けた委員会は、開票結果を確認の上、公示するものとする。

（投票）

第１６　投票は、１人１票とする。

（無効票）

第１７　次の投票は、これを無効とする。

(1) 所定の投票用紙を使用しないもの

(2) 立候補者の誰であるかを確認し難いもの

(3) ２人以上の立候補者の氏名を記載したもの

(4) 立候補者以外の者を記載したもの

(5) 立候補者の氏名のほか、他の事を記載したもの（ただし、所属、身分、住所又は敬称の類を記載したものは、この限りでない。）

(6) 白票

２　信任投票における次の投票は、これを無効とする。

(1) 所定の投票用紙を使用しないもの

(2) 所定の記入方法によらないもの

(3) 白票

３　投票の効力の有無は、委員会が決定する。

（選挙管理者及び選挙立会人）

第１８　各投票所及び開票所に、それぞれ選挙管理者及び選挙立会人を置く。

２　選挙管理者及び選挙立会人は、委員会が選任する。

第１９　選挙管理者は、選挙有権者が投票を開始する前に、投票箱を開き、その中に何も入っていないことを選挙立会人に示し、確認を受けなければならない。

第２０　選挙管理者は、投票箱を閉じる時刻になったときは、その旨を告げ、投票所にいる選挙有権者の投票の終了を待って投票箱を閉鎖しなければならない。投票箱の閉鎖後は、何人も投票することはできない。

第２１　各投票所の選挙管理者は、投票箱を閉じ、その投票箱を投票者数の記録とともに開票所に送付しなければならない。

第２２　第２１によって送付があった開票所の選挙管理者は、直ちに投票箱の点検及び投票者数の確認をしなければならない。

（投票用紙）

第２３　投票用紙の様式は、別記様式第３及び別記様式第４のとおりとする。

第２４　委員会は、事業場ごとに委員会が定めた数の投票用紙を、選挙投票日の前日までに当該事業場の選挙管理者に送付しなければならない。

２　投票用紙の送付を受けた選挙管理者は、これを厳重に保管しなければならない。

３　選挙管理者は、投票の都度、投票所入口において選挙有権者名簿と照合の上、投票用紙を選挙有権者に交付しなければならない。

４　選挙有権者は、投票用紙を汚損した場合は、選挙管理者に対して、引換えを請求することができる。

（不在者投票）

第２５　選挙有権者が、出張、研修その他やむを得ない理由により、選挙投票日に投票できない場合は、不在者投票を行うことができる。

２　不在者投票の期間は、選挙又は信任投票の公示の翌日から選挙投票日の前日までとする。

３　不在者投票をしようとする選挙有権者は、不在者投票届を第７第６項に規定する選挙有権者名簿の閲覧開始日から不在者投票開始日の前々日までに、委員会に提出しなければならない。

４　委員会は、不在者投票届に基づき、不在者投票をしようとする者の氏名を当該不在者投票所の選挙管理者に通知するものとする。

５　不在者投票届の様式は、別記様式第５のとおりとする。

６　委員会は、事業場ごとに委員会が定めた数の投票用紙を、不在者投票所の選挙管理者に交付しなければならない。

７　投票用紙の送付を受けた選挙管理者は、これを厳重に保管しなければならない。

８　選挙管理者は、投票の都度、投票所入口において選挙有権者名簿と照合の上、投票用紙を不在者投票者に交付しなければならない。

９　不在者投票者は、投票用紙を汚損した場合は、選挙管理者に対して、引換えを請求することができる。

１０　不在者投票の開票は、第１１又は第１２の開票に併せて行う。

（雑則）

第２６　この要項に定めるもののほか、過半数代表者の選出等に関し、必要な事項は、別に定める。

（附則）

１　この要項は、平成１６年１２月２１日から実施する。

２　佐賀大学が国立大学法人佐賀大学に移行することに伴う労働基準法等に規定する労働者の過半数代表者選出等に関する要項（平成１６年２月２０日制定）により選出された過半数代表者は、この要項により選出されたものとみなし、第３第１項の規定にかかわらず、その任期は平成１７年３月３１日までとする。

３　佐賀大学が国立大学法人佐賀大学に移行することに伴う労働基準法等に規定する労働者の過半数代表者選出等に関する要項は、廃止する。







